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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は、経済実験を経済学教育の導入教育として活用できるのかどうかを
検討することにあった。海外ではこの種の研究は既に実施されており、導入教育としての実験的手法の有効性が
支持されているが、国内においてはこの種の研究はほとんど進んでいない。
 そこで、本研究では学生を被験者とした実験をおこない、導入教育としての経済実験の効果を検討した。結果
であるが、従来型の座学講義を受けた学生よりも、教室実験への参加を通じての学習した学生の方が成績が高く
なることが、複数の実験を通じて確認された。このことは、経済実験が経済学の導入教育としても有効となる可
能性を示唆する。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study is to examine whether economic experiments can be
 utilized as introduction education of economics education. This kind of study has already been 
carried out abroad, and the effectiveness of experimental method as introduction education is 
supported, but this kind of research is hardly advanced in Japan.
 in this study, we conducted experiments with students as subjects and examined the effect of 
economic experiments as introduction education. As a result, it was confirmed through multiple 
experiments that the student who studied through participation in the classroom experiment gained 
higher performance than the student who received the traditional lecture lecture. This suggests that
 economic experiments may be effective as an introduction education for economics.

研究分野： 労働経済学、教育経済学、マクロ経済学
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１．研究開始当初の背景 
近年、大学数は増加の一途を辿る一方で、

18 歳人口は減少している。結果、高校生の半
数以上が大学に進学する時代に突入してい
る。このような社会情勢の変化に伴い、大学
新入生に対して実施される導入教育の役割
が重要になってきているが、経済学の分野で
は、特にその傾向が強い。日本の大学では、
経済学部が「文系」と認識されていることが
多いため、数理的な思考訓練を十分に積んで
いない新入生が数多く見受けられる。一方で、
経済学においては、数理的なモデルを用いて
抽象的な議論を展開することが求められる。
結果、入学直後より経済学に苦手意識を抱い
てしまう新入生が多い。そこで、本研究では、
学生を被験者とした実験をおこない、導入教
育としての経済実験の効果を検討した。 
 
２．研究の目的 
 本研究の最終的な目的は、経済実験を経済
学教育の導入教育として活用できるのかど
うかを検討することにあった。 
実験経済学は実証研究の一分野として扱

われているが、主な特徴として、実際に人を
使って財やサービスの取り引きをおこなわ
せることを通じて、現実の取り引きを教室や
端末室で仮想的に再現できることが挙げら
れる。バーノン・スミスが述べているように、
実験経済学の分析手法は被験者を学生とす
ることで、経済学教育にも寄与することが期
待されている。実際、Bermstrom and Miller 
(1999)、Gachter and Konigstein (2009)な
どは導入教育としての実験的手法の有効性
を支持している。 
しかしながら、国内においては、ごく一部

の大学において実証研究としての実験手法
の有効性が検討・実施されはじめたばかりで
あり、導入教育と実験手法の関連についての
検討が進んでいるとは言い難い。 
以上を踏まえ、本研究では学生を被験者と

した実験をおこない、導入教育としての経済
実験の効果を検討した。 
 

３．研究の方法 
 経済実験が学生の教育としても効果的で
あるのか否かを判断するためには、端的にい
うと、経済実験を通じて学習したグループと
それ以外のグループを比較する必要がある。  
そこで本研究では、Eisenkopf and Sulser 

(2013) にしたがった方法を採用した。具体
的には、はじめに被験者をランダムにグルー
プ分けした。すなわち、被験者はまったく刺
激を受けない「コントロール・グループ」、
従来型の講義スタイルである座学講義を受
講する「標準グループ」、実験に参加した上
で、座学講義も受講する「実験グループ」の
3グループに分けられた。「標準グループ」と
「実験グループ」への講義や実験が終了した
後、3 つのグループで共通の理解度テストが
実施された。そして最後に、グループ間でこ

のテストのスコアが比較された。 
仮に、「実験グループ」のスコアが「標準

グループ」のスコアよりも高いとすれば、経
済実験は導入教育としても有効な手段であ
る可能性が示唆されることとなる。 
 なお、本研究を通じて 2本の論文が作成さ
れたが、論文間にはいうまでもなく目的や手
法に係る細かな差異はある。しかしながら、
いずれの論文も経済実験の導入教育として
の有効性を検討するという共通の目的を有
していることから、採用された研究方法は概
ねここで説明したようなものとなる。 
 
４．研究成果 
 以下では、本研究を通じて作成された 2本
の論文ごとに成果をまとめる。 
 
(1)実験経済学の手法を用いた教育効果の測
定：ダブル・オークションを用いたアプロー
チ 
本研究では、経済学部に所属する学生を被

験者とした実験をおこない、導入教育として
の経済実験の効果を検討した。手法としては、
Eisenkopf and Sulser (2013) にしたがい、
被験者をランダムにグループ分けした。すな
わち、被験者はまったく刺激を受けない「コ
ントロール (control)・グループ（以下、C
グループ）」、従来型の講義スタイルである座
学講義を受講する「標準 (standard) グルー
プ（以下、S グループ）」、実験に参加した上
で、座学講義も受講する「実験 (experiment) 
グループ（以下、Eグループ）」の３グループ
に分けられた。彼らは事後的に共通の理解度
テストを受験し、その正答率をもって教育効
果を比較した。なお、Ｅグループにおこなう
実験は、ダブル・オークションであった。 
ダブル・オークションを用いた理由として、

理論的な分析結果と実験の結果がおおむね
一致していることが挙げられる。加えて、完
全競争市場で仮定するような財の売り手と
買い手でおこなわれる売買をとらえている
こと、税金の導入などの比較静学を用いた拡
張が容易にできることが挙げられる。 
ダブル・オークションの実験では、被験者

を同数の「売り手」と「買い手」に分ける。
売り手と買い手は架空の財について取り引
きをおこない、価格を決定する。売り手には
財の仕入値が書かれたカードを配り、買い手
には財の留保価格が記載されたカードを配
る。これらの数字は、私的情報であることを
伝え、他人に知られないように行動すること
を注意している。売り手の利益は、 
 
価格－仕入値 

 
であらわされ、利益をできるだけ高くするよ
うに取り引きすることがもとめられる。つま
り、売り手はできるだけ高い価格をつけるこ
とが要求されている。売り手の仕入値は 1000
円、1200 円、1400 円、1600 円、1800 円に設



定している。一方で、買い手の利益は、 
 
留保価格－価格 

 
であらわされ、利益をできるだけ高くするこ
とが要求されている。買い手については、で
きるだけ安い価格で取り引きすることがも
とめられている。留保価格は 2200 円、2400
円、2600 円、2800 円、3000 円に設定した。
つまり、実験が被験者に正しく理解されてい
れば、1800 円から 2200 円の間で取り引きが
成立することになる。これは実験のインスト
ラクションが正しく被験者に伝わっている
かどうかの指標になると考えられた。 
ダブル・オークションでは、財の取り引き

は「ラウンド」を繰り返すことでおこなわれ
る。被験者は黒板の前に集まり、アシスタン
トが記録をおこないながら、財の価格をコー
ルする。売り手のコールと買い手のコールが
一致すると、１回のラウンドが終了する。ま
た積極的にコールさせるために、１ラウンド
３分として取り引きをおこなっている。今回
の実験では、被験者が相場の雰囲気をつかん
できたかどうかが内容の理解を測る１つの
指標になると考え、各ラウンドが終わるまで
の時間を記録している。 
 本研究では 2回の実験を実施したが、結果
の概要は以下の表のようにまとめられる。こ
こからは、一部を除いて、予想される価格の
範囲で取り引きが成立していることが分か
った。また、成立にかかった時間は中盤まで
は減少し、後半は増加する傾向にあった。こ
れは中盤までは参加する学生が相場感を掴
んだことによる影響が大きいと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
一方で、後半は実際に取り引きに参加できる
学生が少なくなることから、少数の売り手と
買い手の間でゲーム的な駆け引きが発生し
たために起きたものと考えられる。 
以上より、ダブル・オークションのインス

トラクションならびに運営については順調
に機能し、参加学生も市場構造について理解
をしたものと考えられる。 
 以上を踏まえ、本研究の主たる目的である
教育効果が検証された。１回目の実験では、
Eisenkopf and Sulser (2013)と同様に、Ｅ
グループは実験に参加した後でSグループと
同じ座学の講義もうけ、最後に全グループ共
通のテストをうけた。したがって、仮にＥグ

ループの成績がＳグループよりも高かった
場合、刺激時間の差異がＥグループの成績を
高めている可能性が排除できない。そこで、
２回目の実験では、E グループのインストラ
クションにSグループが受ける講義の内容も
組み込むことで、E グループと S グループの
刺激時間が同じになるよう調整した。 
結果として、１回目の実験では Eグループ

と Sグループに差が出ることとなり、２回目
でも、小さくはなったものの両者の間に差が
確認された。このことは、従来の座学による
講義よりも、学生が実際に取り引きに参加す
る講義の方がより教育効果が高くなること
を示唆している。 
今後の課題としては、被験者の成績や講義

への参加状況を追跡することにより、ここで
確認された教育効果がどのように、またどの
程度持続するのかを検証する必要がある。ま
た、教育効果は、教室の規模や受講者数にも
影響を受けると考えられるので、これらにつ
いても今後検討していくことが必要である。 
 
(2)教室実験を用いた教育効果の測定：労働
市場における最低賃金法と失業のかかわり
について 
賃金の決定メカニズムについては、労働経

済学をはじめとして、心理学や社会学分野か
らも多くのモデルや見解が示されている。賃
金決定メカニズムの解明とあわせて、失業の
発生を説明することは、経済学における中心
テーマの 1つである。本研究では、ミクロ経
済学の応用である賃金決定モデルを考えた。
すなわち、賃金は労働の需給バランスによっ
て決定されるものとし、その均衡により賃金
が決定されるというモデルである。労働市場
では、市場参加者は労働を供給する労働者と
労働を需要する企業に分けられる。議論の単
純化のために、労働者はアルバイト先を探し
ている学生、企業はコンビニエンスストアと
した。これにより、労働者は同一の労働内容
を仮定された。 
 労働者である学生は自身の能力に応じて、
最低でもこの時給以上は受け取りたいとい
う賃金水準（時給）を持っているものとし、
これを留保賃金（reservation wage）と呼ぶ。
つまり、学生は私的情報として留保賃金を持
っており、これを上回る時給であれば労働を
供給するようになる。一方で、採用するコン
ビニエンスストアは、雇った学生の人数に応
じて収入がもとめられるものとする。収入か
ら学生を雇った費用を引くことで得られる
利潤を最大化する。 
労働を供給する学生は、留保賃金を上回る

と正の利潤が発生する。したがって、供給曲
線は右上がりとなる。一方で、需要サイドで
は時給が高くなるほど利潤を押し下げるこ
とになるので、需要曲線は右下がりとなる。 
需要曲線と供給曲線が交差する点が市場

均衡点となり、賃金と雇用者数が決定される。
この状況は、提示された賃金で働くことを申



し出た学生はすべて雇用されることを意味
している。つまり、競争的な市場を仮定する
と、賃金が取引の仲立ちをすることで、失業
は起こらないことになる。しかし、政府の介
入により最低賃金が設定されると、そこで定
められた賃金が均衡賃金よりも高く設定さ
れることにより、労働市場では超過供給が発
生する。これが失業の一因であると考えられ
ている。 
以上は、本研究が想定する労働市場の様相

であったが、以下では実験のデザインについ
て述べる。本研究では、経済学部の学生を被
験者としており、彼らはランダムに 2グルー
プに分けられた。第 1グループはコントロー
ル群（control group）で、座学講義により
賃金の決定モデルと最低賃金による失業の
発生を学習した。第 2 グループは刺激群
（treatment group）で、教室実験により賃
金の決定メカニズムと最低賃金法による失
業の発生を体験した。つまり、コントロール
群から得られた結果は、刺激群の効果を測定
するための基準となる。なお、刺激群とコン
トロール群が学習をする時間は、どちらも 90
分とした。 
なお、刺激群の教室実験については、ダブ

ル・オークションの手法を応用している。こ
れはバーノン・スミスが開発した手法で、多
くの選好研究から理論的な予測と実験の結
果が一致することが知られている。 
刺激群に分けられた被験者は、くじ引きに

よりランダムに以下の役割に割り当てられ
る。第 1の役割は労働を市場に供給する労働
者である。実験では被験者にイメージをさせ
やすくするため、アルバイト先を探している
「学生」と呼んでいる。学生は実験者から留
保賃金と利潤の計算方法が書かれた個人情
報カードを受け取る。学生の利潤は、 
 
実際に獲得した賃金―留保賃金 

 
で計算され、利潤をできるだけ大きくするこ
とがもとめられる。 
第 2の役割は市場から労働を購入しようと

する需要側である。被験者にイメージしやす
くさせるため、アルバイトをしてくれる学生 
 
表：コンビニが雇った学生数と売り上げの関
係 
雇った学生数 売り上げ 

0 人 0 円 

1 人 1000 円 

2 人 1800 円 

3 人 2200 円 
 
を探している「コンビニ」と呼んでいる。コ
ンビニは個人情報である上の表にしたがっ
て、学生と賃金の交渉をおこなう。  
また、コントロール群の講義内容について

は、刺激群と同様の内容を座学で学習する。 
両グループの被験者は講義もしくは実験

終了後に共通テストを受け、そこでのスコア
により理解度が測定された。主たる結果であ
るが、両グループの平均正答率をみてみると、
コントロール群が 64.6％であったのに対し
て、刺激群は 73.9％であった。これは、教室
実験の方が座学講義よりもより高い教育効
果を有する可能性があることを示している。   
今後の課題としては、被験者数を増やして

結果の精度を高めることと、被験者の属性が
教育効果にどのように働いているかを検証
することが挙げられる。 
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